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介護保険料率が、３月１日より引きあげられ、賃金の１．１９％になりました。（現在は１．１３％）保険料は、４月に支給される給与から変わります。

　当事務所に、社会保険の事務を委託している事業所につきましては、４月の給与計算に間に合うよう新保険料表をお送りいたしますので、しばらくお待ちください。
4月１日より雇用保険の保険料率が変更になります。
　料率は以下の通りです。

	
	本人負担
	会社負担
	合計

	建設以外
	0.4％
	0.7％
	1.1％

	建設業
	0.5％
	0.9％
	1.4％


　４月分の給与計算よりこの保険料率で計算を行ってください。
　労災保険の料率も４月より変更になります。別添しますので、ご確認ください。
平成20年４月より後期高齢者医療制度が創設され、75歳以上の人（一定の障害のある人は65歳以上）は全員、後期高齢者医療制度の被保険者となりました。その中で、健康保険や共済組合の被扶養者であったため、自分で保険料を支払っていなかった人は、３月まで、均等割額（千葉市は年額37,400円）の1割の保険料の負担でしたが、平成21年４月からは、均等割額の５割が徴収となります。所得割額については、平成22年４月まで徴収されません。

平成20年度第2次補正予算の成立により、助成金の新設・拡充がありました。一部をご紹介します。
～特定就職困難者雇用開発助成金～
　高齢者(60歳以上65歳未満)、母子家庭の母、障害者等、就職が困難なものを、ハローワークの紹介により、雇用する労働者として雇入れた場合支給されます。中小企業に対する助成金額がアップしました。

助成額
	対象労働者
	助成額

	高年齢者・母子家庭の母
	90万円

(50万円)

	身体・知的障害者
	135万円

(50万円)

	重度障害者・45歳以上の障害者、精神障害者
	240万円

(100万円)

	高年齢者・母子家庭の母

（短時間労働者）
	60万円

(30万円)

	身体・知的・精神障害者（短時間労働者）
	90万円

(30万円)


※(　)内は大企業の額
～高年齢者雇用開発特別奨励金～
　雇入れ日の満年齢が65歳以上の離職者をハローワークの紹介で雇入れる場合支給されます。
　中小企業に対する助成金額がアップしました。
助成額
	対象労働者
	支給額

	週の所定労働時間が30時間以上
	90万円

(50万円)

	20時間以上30時間未満
	60万円

(30万円)


※(　)内は大企業の額
～派遣労働者雇用安定化特別奨励金～
　派遣可能期間の満了前に派遣労働者を直接雇い入れる派遣先事業主に対して支給されます。

助成額
	中小

企業
	派遣労働者1名につき100万円(有期雇用の場合は50万円）

	大企業
	派遣労働者1名につき50万円

(有期雇用の場合は25万円）


～若年者等正規雇用化特別奨励金～

　年長フリーター等(25歳～39歳）や、内定取消しとなった新規学校卒業者などを対象とした求人枠を積極的に設けて正規雇用した場合支給されます。
助成額
	中小企業
	100万円

	大企業
	50万円


　※ハローワークで年長フリーター等や、内定取消しとなった新規学卒者と認定された人に限定された求人をだし、それを介しての採用とならなければ、助成金は支給されません。
　今回ご紹介した以外に新たな助成金もあります。今後、助成額や支給要件が変更されるものもあります。
　詳しく知りたい場合はご相談ください。

Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；当社は60歳定年で退職した者を準社員として再雇用する制度を設けています。この場合、社員の年次有給休暇の取扱いはどのようにするのがよいのでしょうか？今回の場合、定年退職前と後では、所定労働日や時間に変更はありませんが、別の労働契約を締結しています。
Ａ；行政解釈では、「継続勤務とは在籍期間をさし、継続勤務か否かについては、勤務の実態に即し実質的に判断すべきものである。例えば定年退職後の嘱託勤務、法第21条各号該当者、一定月ごとに契約更新して６ヶ月以上に及んでいる臨時工等で、その実態より見て引続き使用されていると認められる場合、勤務年数を通算する」とされています。
　また、定年退職後に嘱託職員として採用されていた者の継続勤務が問題となった事例では、「労働基準法39条にいう『継続勤務』に該当するか否かは、有給休暇制度の趣旨が、労働者を労働から解放することによって心身の疲労を回復させ、また文化的生活を確保させることにより、より質の高い労働力の継続的提供を可能ならしめること、にあることからすると、形式的に労働者としての身分や労働契約の期間が継続しているかどうかによって勤務が継続しているかを決すべきではなく、実質的に労働者としての勤務関係が継続しているかどうかによりすべきものである」とされ、あくまでも形式的な判断ではなく実質的な判断が必要です。
　貴社の場合、定年退職により、別個の契約を締結していますが、所定労働時間及び所定労働日が同一ということですので、継続勤務、と考えられ、有給休暇の扱いも継続勤務しているものと考えられます。
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助成金のご紹介
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